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各所属所長 様 

 

公立学校共済組合高知支部長 

（公印省略） 

 

地方公務員等共済組合法施行令の一部改正について（通知） 

 

 日ごろから、当共済組合の事業運営に関し、ご理解・ご協力をいただき厚くお礼申し上

げます。 

 さて、健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成２６年政令第３６５号）が平成

２６年１１月１９日に公布され、地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第３５

２号）の一部が改正されましたので、お知らせします。 

 なお、改正の概要は下記のとおりです。 

 

記 

 

１．変更内容 

 

①高額療養費の算定基準額（自己負担限度額）の細分化（別添１） 

  ②出産費及び家族出産費の支給額の変更（別添２） 

 

２．施行日 

   

  平成２７年１月１日 

 

３．留意事項 

 

  ①高額療養費の算定基準額の細分化に伴い、限度額適用認定証の適用区分が変更とな

りますので、有効期限が平成２６年１２月３１日までのものは有効期限が終了しま

したら返納してください。 

  ②出産費及び家族出産費について、給付額及び手続きについては従来どおりとなり変

更ありません。 



別添１ 

高額療養費の算定基準額（自己負担限度額）の細分化について 

 平成２７年１月診療分から７０歳未満の高額療養費の自己負担限度額の所得区分が現在の３区

分から５区分へ細分化されます。 

 これに伴い限度額適用認定証の適用区分も変更となります。 

 最終の自己負担額については高額療養費の制度改正後も共済組合の附加給付がありますので概

ね変わりません。 

 

【改正前】～平成２６年１２月まで 

適用区分 所得区分（給料月額） 自己負担限度額 

Ａ 
上位所得者  ４２万４千円以上 

（特別職 ５３万円以上） 

150,000円＋（医療費－500,000）×1％ 

【83,400円】 

Ｂ 一般所得者（上位所得者・低所得者以外） 
80,100円＋（医療費－267,000）×1％ 

【44,400円】 

Ｃ 低所得者（住民税非課税） 
35,400円 

【24,600円】 

※【 】は、過去１２か月以内に高額療養費が給付された月数が３か月以上ある場合の自己負担限度額 

 

 

 

【改正後】平成２７年１月１日～ 

適用区分 所得区分（給料月額） 自己負担限度額 

ア 
６６万４千円以上 

（特別職 ８３万円以上） 

252,600円＋（医療費－842,000）×1％ 

【140,100円】 

イ 
４２万４千円以上 ６６万４千円未満 

（特別職 ５３万円以上８３万円未満） 

167,400円＋（医療費－558,000）×1％ 

【93,000円】 

ウ 
２２万４千円以上 ４２万４千円未満 

（特別職 ２８万円以上５３万円未満） 

80,100円＋（医療費－267,000）×1％ 

【44,400円】 

エ 
２２万４千円未満 

（特別職 ２８万円未満） 

57,600円 

【44,400円】 

オ 住民税非課税 
35,400円 

【24,600円】 

※【 】は、過去１２か月以内に高額療養費が給付された月数が３か月以上ある場合の自己負担限度額 

 

 

 

 



高額療養費等の給付の例 

●給料月額２２万３千円の組合員がＡ病院で１ヶ月１００万円医療費がかかった場合 

共済組合負担分 ７００，０００円（医療費の７割） 

自己負担分   ３００，０００円（医療費の３割） 

 

 

【平成２６年１２月まで】 

自己負担限度額計算 

８０，１００＋（１，０００，０００－２６７，０００）×１％＝８７，４３０（自己負担限度額） 

高額療養費計算 

３００，０００（自己負担分）－８７，４３０（自己負担限度額）＝２１２，５７０（高額療養費） 

附加給付計算（１００円未満切捨て） 

８７，４３０（自己負担限度額）－２５，０００＝６２，４３０→６２，４００（附加給付） 

 

＜最終給付額＞ 

高額療養費 ２１２，５７０円 

附加給付   ６２，４００円 

合計    ２７４，９７０円 

 

 

 

【平成２７年１月から】 

自己負担限度額 

５７，６００（自己負担限度額） 

高額療養費計算 

３００，０００（自己負担分）－５７，６００（自己負担限度額）＝２４２，４００（高額療養費） 

附加給付計算（１００円未満切捨て） 

５７，６００（自己負担限度額）－２５，０００＝３２，６００（附加給付） 

 

＜最終給付額＞ 

高額療養費 ２４２，４００円 

附加給付   ３２，６００円 

合計    ２７５，０００円 

 

※最終給付額の１００円未満については制度改正前と増減が発生する場合があります。 



出産費（家族出産費）の変更について 

 現在、組合員または被扶養者が産科医療補償制度に加入する医療機関等にお

いて出産した場合には、３９万円に３万円を加算した額（４２万円）が出産費

（家族出産費）として支給されています。 

平成２７年１月１日以降、産科医療補償制度の掛金が１６，０００円となり、

出産費（家族出産費）が引き上げられ４０４，０００円となります。 

 

１．平成２６年１２月３１日までに出産された場合 

  出産費 ３９万円    ＋  産科医療補償制度 ３万円   ＝ ４２万円 

 

２．平成２７年１月１日以降に出産された場合 

  出産費 ４０万４千円 ＋ 産科医療補償制度 １万６千円 ＝４２万円 

 

 

※給付額及び手続きについては従来どおりとなり、変更ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

公立学校共済組合高知支部 

共済班 短期給付担当 

                          

別添２ 


